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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第88期

第１四半期連結累計(会計)期間
第87期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （千円） 7,973,147　 43,207,629　

経常利益又は経常損失（△） （千円） △424,056　 2,143,546　

当期純利益又は四半期純損失
（△）

（千円） △343,415　 1,091,522　

純資産額 （千円） 21,510,048　 22,238,052　

総資産額 （千円） 37,700,550　 40,427,990　

１株当たり純資産額 （円） 361.85　 374.08　

１株当たり当期純利益又は四
半期純損失（△）

（円） △5.78　 18.36　

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益

（円） －　 －　

自己資本比率 （％） 57.05　 55.01　

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △928,646　 2,411,619　

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △9,706　 1,163,712　

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △1,255,096　 △1,855,978　

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（千円） 1,189,686　 3,383,133　

従業員数 （名） 1,072　 1,026　

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載をしておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,072（1,252）

(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 993 （1,045）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。

２　臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 　金額(千円)

菓子事業 2,329,880

食品事業 891,198

合計 3,221,078

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注状況

当社グループは受注生産をしておりません。

　

(3)　販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 　金額(千円)

菓子事業 4,326,711

食品事業 1,874,188

飲食事業 1,418,024

不動産賃貸事業 217,894

その他の事業 136,330

合計 7,973,147

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　総販売実績の100分の10以上を占める販売先はありません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、原油や原材料価格の一段の高騰により、企業収益の伸び悩みに

加え、個人消費の低迷もあり、厳しい状況で推移しました。

このような環境の中で、当社グループは、当期を初年度とする中期経営計画「イノベーションプラン

Ｎ21」を策定し、年度経営方針である「お客様満足の追求」「品質第一主義の徹底」「自主自立の確

立」に基づき、企業価値向上への諸施策の具現化に努めてまいりました。

以上のような経過の中で、当第１四半期連結売上高は、企業間競争が依然として厳しさを増す中、小

売価格の上昇などによる個人消費への心理的な影響もあり、7,973百万円と前年同期に対し109百万円、

1.3％の減収となりました。

収益面におきましても、ローコスト施策を積極的に推進いたしましたが、売上高減収に伴う粗利益額

の減少に加え、原材料価格の高騰や退職給付債務の負担増加などがあり、営業損失は431百万円となり、

前年同期に対し163百万円の減益となりました。経常利益は、有利子負債の削減を積極的に行った結果、

経常損失は424百万円となり、前年同期に対し148百万円の減益となりました。

税効果会計の結果、四半期純損失は343百万円となり、前年同期に対し147百万円の減益となりまし

た。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①菓子事業

菓子事業につきましては、当第１四半期においてもおいしさと安全・安心を確保する中で、主力商品

群の品質およびパッケージの改良を実施するとともに、独創性豊かな新商品の開発を積極的に進め、商

品力の強化を図りました。

パックデザート類では、和洋５つの味も形も異なるバラエティ豊かな詰合せの五色彩(いっしょくさ

い)を新発売し、夏のギフト商戦の競争力を高めました。また、お土産ビジネスとして業態開発した「ふ

んわりしょ・こ・ら」は、販路を拡大し順調に推移いたしました。

以上のような取り組みにより、売上高確保に努めましたが、コンビニエンス販路での減収もあり、菓

子事業全体の売上高は4,327百万円、前年同期に比べ25百万円（0.6％）の減収となり、営業利益におき

ましても前年同期に比べ75百万円の減益となりました。

②食品事業

食品事業における業務用食品部門では、外食市場全体の縮小傾向が続き、主要取引先であるファミ

リーレストラン業態の売上減少に歯止めがかからない状況の中で、季節感を重視したメニュー提案を

積極的に実施し売上高確保に努め、また、物流経費等の削減による収益改善に取り組みました。

一方、市販食品部門では、「こだわりのチキンカリー」「こだわりのビーフカリー」の２品目の新発

売による寄与もあり、売上高は順調に拡大しました。

以上のような営業活動により、売上高の拡大に注力しましたが、外食市場の不振の影響を受け、食品

事業全体の売上高は1,874百万円、前年同期に比べ124百万円（6.2％）の減収となり、営業利益におき

ましても前年同期に比べ60百万円の減益となりました。

③飲食事業

飲食事業につきましては、お客様のへの安全・安心を確保するために品質保証体制を充実させると

ともに、季節感を取り入れたメニューの開発やお客様第一の視点からサービスの改善を進め、お客様満

足の向上に取り組みました。

直営レストラン部門では、主力業態である「オリーブハウス」の新規出店を前期下期に２店、今期４

月に１店を出店した効果もあり、売上高は順調に推移いたしました。

以上のような営業活動により、飲食事業全体の売上高は1,418百万円、前年同期に比べ34百万円

（2.5％）の増収となりましたが、出店投資分の負担等があり、営業利益におきましては前年同期に比

べ11百万円の減益となりました。

④不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、オフィス入居率100％を維持できたこともあり、売上高は218百万
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円、前年同期に比べ15百万円（7.3％）の増収となり、営業利益におきましても前年同期に比べ15百万

円の増益となりました。

⑤その他の事業

スポーツ事業の会員制スポーツクラブ「ＮＡスポーツクラブＡ－１」では、一層の施設の魅力度の

向上に努めましたが、近隣地域での競争激化の影響もあり、売上高は136百万円、前年同期に比べ９百万

円（6.2％）の減収となり、営業利益におきましても前年同期に比べ９百万円の減益となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動では929百万円、投資活動では

10百万円、財務活動では1,255百万円それぞれ減少いたしました。この結果、現金及び現金同等物は、2,193

百万円の減少となり、第１四半期末残高は1,190百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高および利益の季節的変動

による影響や法人税等の納付による支出等があり、全体的としては929百万円の資金の減少（前年同期は

1,046百万円の資金の減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等への支出がありまし

たが、有価証券およびその他の投資の短期運用商品の償還等による資金増があり、全体としては10百万円

の資金の減少（前年同期は1,886百万円の資金の増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還と配当金支払による

支出等により1,255百万円の資金の減少（前年同期は1,285百万円の資金の減少）となりました。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は55百万円となり、そのほとんどが菓子事業における

研究開発費用であります。

また、当第１四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の重要な変更はありません。

　

(5)　経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変

更及び新たに生じた事項はありません。
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(6)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社ならびにグループ各社は、創業者相馬愛蔵の優れた商業経営哲学（商業の社会的役割あるいは本

質に関する基本的な考え方）を現在に受け継ぎ、新たな歴史を築いて行くために、当社ならびにグループ

各社の存在価値を、創業以来変わらず続けている『お客様に満足していただける価値ある商品とサービ

スを創造し提供していくこと』と考えております。

経営の基本といたしましては、『新たな価値を創造し、健康で豊かな生活の実現に貢献する』を経営理

念とし、「お客様満足の追求」「品質第一主義の徹底」「自主自立の確立」を経営方針として、従業員一

人ひとりが仕事を進める上での判断基準としております。

更に企業の社会的責任を果たし社会から存在を認められる企業であり続けるために、コンプライアン

スの徹底とステークホルダーであるお客様、お取引先様、株主様及び地域社会の満足度向上をはかるべ

く、日々の仕事を通じて新たな価値を創造し、提供していくための努力を重ねてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 199,044,000

計 199,044,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 59,762,055 59,762,055

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

－

計 59,762,055 59,762,055－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－　　 59,762,055 － 7,469,402 － 5,930,964

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の移動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握ができないため、記載することができません

ので、直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載をしております。

　

①　【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 315,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 58,534,00058,534 －

単元未満株式 普通株式 913,055 － －

発行済株式総数 59,762,055 － －

総株主の議決権 － 58,534 －

（注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管機構名義の株式4,000株(議決権４個)が含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式） 東京都新宿区

株式会社中村屋
新宿三丁目26番
13号

315,000 － 315,000 0.53

計 － 315,000 － 315,000 0.53

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高(円) 494 505 477

最低(円) 461 445 440

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、清新監査法人により四半期レ

ビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,218,541 3,410,488

受取手形及び売掛金 2,649,215 4,053,568

有価証券 899,793 999,500

商品 403,890 347,074

製品 1,150,318 722,397

半製品 9,012 11,279

原材料 742,577 450,368

仕掛品 29,844 56,035

その他 1,433,226 1,536,556

貸倒引当金 △546 △546

流動資産合計 8,535,870 11,586,720

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 7,092,065

※１
 7,136,933

土地 13,748,156 13,748,156

その他（純額） ※１
 1,861,600

※１
 1,856,204

有形固定資産合計 22,701,821 22,741,293

無形固定資産

無形固定資産合計 920,053 895,921

投資その他の資産

投資有価証券 4,411,622 4,055,944

その他 1,436,855 1,453,782

貸倒引当金 △305,670 △305,670

投資その他の資産合計 5,542,807 5,204,056

固定資産合計 29,164,681 28,841,270

資産合計 37,700,550 40,427,990

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,251,947 1,529,303

短期借入金 4,048,000 2,748,000

1年内償還予定の社債 － 2,000,000

未払法人税等 78,634 831,652

賞与引当金 368,193 748,989

役員賞与引当金 － 24,000

その他 1,669,471 1,706,942

流動負債合計 7,416,245 9,588,886

固定負債

長期借入金 237,000 242,000
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(単位：千円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

退職給付引当金 7,076,243 7,049,816

その他 1,461,014 1,309,236

固定負債合計 8,774,257 8,601,053

負債合計 16,190,502 18,189,938

純資産の部

株主資本

資本金 7,469,402 7,469,402

資本剰余金 7,577,578 7,577,453

利益剰余金 6,005,117 6,943,003

自己株式 △123,524 △122,064

株主資本合計 20,928,573 21,867,793

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 581,475 370,259

評価・換算差額等合計 581,475 370,259

純資産合計 21,510,048 22,238,052

負債純資産合計 37,700,550 40,427,990
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(2)　【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

売上高 7,973,147

売上原価 4,573,456

売上総利益 3,399,691

販売費及び一般管理費 ※１
 3,830,823

営業利益 △431,133

営業外収益

受取利息 5,712

受取配当金 3,553

その他 16,683

営業外収益合計 25,948

営業外費用

支払利息 11,466

その他 7,405

営業外費用合計 18,871

経常利益 △424,056

特別利益

固定資産売却益 762

前期損益修正益 4,490

特別利益合計 5,252

特別損失

固定資産売却損 1,295

固定資産除却損 566

特別損失合計 1,861

税金等調整前四半期純利益 △420,665

法人税、住民税及び事業税 14,965

法人税等調整額 △92,214

法人税等合計 △77,250

四半期純利益 △343,415
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △420,665

減価償却費 267,428

受取利息及び受取配当金 △9,265

支払利息 11,466

有形固定資産売却損益（△は益） △533

売上債権の増減額（△は増加） 1,404,353

たな卸資産の増減額（△は増加） △744,336

仕入債務の増減額（△は減少） △277,356

賞与引当金の増減額（△は減少） △380,796

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,427

未払消費税等の増減額（△は減少） △50,171

その他 925

小計 △172,523

利息及び配当金の受取額 46,841

利息の支払額 △18,480

法人税等の支払額 △784,483

営業活動によるキャッシュ・フロー △928,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,401,018

有価証券の売却による収入 1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △171,422

有形固定資産の売却による収入 2,429

無形固定資産の取得による支出 △83,127

投融資による支出 △431,620

投融資の回収による収入 576,553

その他 △1,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,706

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,500,000

短期借入金の返済による支出 △1,205,000

社債の償還による支出 △2,000,000

配当金の支払額 △548,636

自己株式の純増減額（△は増加） △1,460

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,255,096

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,193,447

現金及び現金同等物の期首残高 3,383,133

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,189,686
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日 　至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を

当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、損益に与える影響は軽微であります。

(2）　リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を平成20年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る連結財務諸

表から適用することに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、重要性の乏しい

リース取引を除き通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が有形固定資産に36百万円計上されており、ま

た、損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を使用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法に

よっております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当１第四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 18,919,717千円

　２　偶発債務

従業員の住宅融資等の金融機関
からの借入金に対する保証

137千円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 18,745,993千円

　２　偶発債務

従業員の住宅融資等の金融機関
からの借入金に対する保証

372千円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運搬費 528,626千円

役員報酬・従業員給料 1,536,579千円

賞与引当金繰入額 227,770千円

退職給付費用 124,559千円

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

現金及び預金勘定 1,218,541千円

換金可能な３ヶ月以内の短期投資 －千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △28,855千円

現金及び現金同等物 1,189,686千円
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(株主資本等関係)

　

当第１四半期連結会計（累計）期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末(株)

　普通株式 59,762,055

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末(株)

　普通株式 317,873

　

３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 594,47010.00平成20年３月31日平成20年６月30日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

菓子事業

(千円)

食品事業

(千円)

飲食事業

(千円)

不動産
賃貸事業

(千円)

その他
の事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

4,326,7111,874,1881,418,024217,894136,3307,973,147－ 7,973,147

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ 35,928 － 44,644 － 80,572(80,572)－

計 4,326,7111,910,1161,418,024262,538136,3308,053,719(80,572)7,973,147

営業利益又は
営業損失(△)

△117,74857,981△5,993187,419△6,731114,929(546,061)△431,133

  (注)  事業区分の方法および各区分に属する主要な製品の名称

当社グループは、親会社(提出会社)を中心に連結子会社を含め、菓子、食品、食材の製造・販売および飲食店の営

業と不動産の賃貸を行っており、このほか連結子会社で不動産賃貸（管理運営）、スポーツクラブの運営及び保

険代理業を行っております。これらの事業内容の特性を鑑み、菓子事業、食品事業、飲食事業、不動産賃貸事業、そ

の他の事業に区分しております。

　 また、これらの事業区分に属する主要な製品及び事業内容は次のとおりであります。

事業区分 主要な製品・事業内容

菓子事業
中華まんじゅう、和焼菓子、米菓、パックデザート(水羊かん、プリン、ゼリー)、パン

類、その他和菓子、その他洋菓子

食品事業 業務用食材(カリー・パスタソース)、市販食品(レトルトカリー)

飲食事業
フランス料理店、中国料理店、南欧風料理店、インドカリー料理店、インストアベーカ

リー

不動産賃貸事業 オフィスビル賃貸（管理運営）

その他の事業 スポーツクラブの運営、保険代理業

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間については、在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間については、海外に対する売上はありません。
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(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

　

１株当たり純資産額 361円85銭

　

　

１株当たり純資産額 374円08銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 21,510,048　 22,238,052　

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 21,510,048　 22,238,052　

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の
数（株）

59,444,182　 59,447,008　

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

１株当たり四半期純損失 5円78銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円－銭

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失

　四半期純損失（千円） 343,415　

　普通株主に帰属しない金額（千円） －　

　普通株式に係る当期純損失（千円） 343,415　

　普通株式の期中平均株式数（株） 59,445,805　

　

(重要な後発事象)

　

　　　該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

株式会社中村屋

取締役会　御中

　

清新監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　村　　　　　寛　　㊞

　

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　砂　　晋　　平　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中村屋の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成

20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中村屋及び連結子会社の平成20年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　

　

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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